
川崎市認知症対応型共同生活介護事業者等選定基準

（趣旨）

第１条 この選定基準は、介護保険法（平成９年法律第 123号。以下「法」という。）第 8条第 19項に
規定する認知症対応型共同生活介護に係る法第 78条の 2第 1項の申請があり、かつ、法第 78条の 2
第 6項第 4号の規定に該当する場合及び法第 8条第 11項に規定する特定施設入居者生活介護に係る法
第 70条第 1項の申請があり、かつ、法第 70条第 4項又は第 5項の規定に該当する場合（法第 8条第
20項に規定する地域密着型特定施設入居者生活介護に係る法第 78条の 2第 1項の申請があり、かつ、
法第 78条の 2第 6項第 4号の規定に該当する場合を含む。）に指定事業者の選定を円滑に行うための
基準を定めるものである。

２  この選定基準における、内定申請受付、申請、内定及び選定については、特に定めのない限り、

第１項に規定する認知症対応型共同生活介護及び特定施設入居者生活介護（地域密着型特定施設入居

者生活介護を含む。以下同じ。）に係る内定申請受付、申請、内定及び選定を指すものとする。

（選定の基準）

第２条 認知症対応型共同生活介護に係る選定の基準は別表１「認知症対応型共同生活介護事業者選定

基準」に照らし、ユニットごとに、かつ、選定項目ごとに採点するものとし、選定項目ごとの合計点を

もって選定基準とするものとする。

２ 前項の選定基準は、認知症対応型共同生活介護事業者選定一覧（第 1号様式）によって記載するも
のとする。

３ 特定施設入居者生活介護に係る選定の基準は別表２「特定施設入居者生活介護事業者選定基準」に

照らし、選定項目ごとに採点するものとし、選定項目ごとの合計点をもって選定基準とするものとす

る。

４ 前項の選定基準は、特定施設入居者生活介護事業者選定一覧（第 2 号様式）によって記載するもの
とする。

５ 行政処分及びそれに準ずる処分を受けた事業者については、処分決定日において申請を無効とし、

その内定を取り消し、その翌日から起算して５年間が経過するまでの間に申請期間（市が申請書等に

よって申請を受理する期間をいう。以下同じ。）がある内定申請受付に申請できないものとする。

６ 内定時に誓約した事項を遵守できなかった事業者については、天災その他不可抗力により事業者の

責に帰すことができない場合を除き、遵守できなかったことが確定した日においてその内定を取り消

し、その翌日から起算して５年間が経過するまでの間に申請期間がある内定申請受付に申請できない

ものとする。

（その他）

第３条 この基準に定めるもののほか、必要な事項は健康福祉局長が別に定めるものとする。

附 則 

この基準は、平成 18年 2月 9日から施行する。 

※一部のみ抜粋



附 則 

（施行期日）

１ この基準は、平成 20年 12月 15日から施行する。
（経過措置）

２ この基準施行の日前の旧基準によって選定された事業者は、なお従前の例による。

附 則 

（施行期日）

１ この基準は、平成 22年 8月 25日から施行する。
（経過措置）

２ この基準施行の日前の旧基準によって選定された事業者は、なお従前の例による。

附 則 

（施行期日）

１ この基準は、平成 25年 5月 23日から施行する。
（経過措置）

２ この基準施行の日前の旧基準によって選定された事業者は、なお原則従前の例によるが、事業者の意

思により本要綱の適用を希望する場合はこの限りではない。

附 則 

（施行期日）

１ この基準は、平成 27年 3月 1日から施行する。
  附 則

（施行期日）

１ この基準は、平成 27年 7月 1日から施行する。
  附 則

 （施行期日）

１ この基準は、平成 27年 8月 20日から施行する。
 （経過措置）

２ この基準施行の日前の旧基準によって選定された事業者は、なお従前の例による。

 附 則

 （施行期日）

１ この基準は、平成 27年 12月 1日から施行する。
 （経過措置）

２ この基準施行の日より前に申請した事業者は、その申請時点における基準による。




